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【参考】 

196-衆-予算委員会-8 号 平成 30 年 02 月 08 日（抜粋） 

 

○國重分科員 （略）これまで御質問させていただきましたのは遺留金の処理の問題であ

りましたけれども、この背景には高齢者の社会的孤立の問題もあるわけであります。そ

れを助長する一因でもある問題として、耳が聞こえづらい難聴について、最後に質問を

させていただきます。 

難聴、とりわけ、障害には至らないけれども聞こえづらいという方への支援というの

は、これまで踏み込みが浅くて十分光が当たってまいりませんでした。これに私は少々

危機感を覚えまして、これまで私、厚生労働委員会を希望してもなかなか所属できなか

ったんですけれども、所属したことはありませんけれども、予算委員会の分科会などで、

機会あるごとに繰り返し繰り返し、この施策の充実を訴えてまいりました。 

日本には、身体障害者手帳の交付を受けている聴覚の障害者が約三十六万人います。

しかし、実は、日本の聴力障害を理由とする障害認定の基準は世界的に見て結構ハード

ルが高くて、ＷＨＯの基準では、補聴器が必要とされているレベル、耳元で大きな声で

話さないと聞こえないレベルの方というのは、これは数多くいらっしゃいます。 

二〇一五年に一般社団法人日本補聴器工業会が中心となって行った調査によりますと、

日本人の一割以上、およそ一一・五％が難聴の自覚があるということでありました。ま

た、難聴と推定される人の約半数はそもそも聞こえの不調の自覚がないとのデータもあ

ることから、実際にはもっともっと多くの人が潜在的な難聴者であるというふうにも思

われます。 

私は、これまでの質問の中で、まずは実態把握をして、その上で適切な施策を講じて

ほしいと訴えてまいりました。その結果、平成二十八年実施の生活のしづらさ調査にお

いて、サンプル調査ではありますけれども、初めてその実態を把握しようとの試みがさ

れたとの報告も受けております。 

これは大きな一歩であると評価をしておりますけれども、これまで、こうした方々の

数も把握されていなければ、施策も講じられてこなかったわけであります。これは、は

っきり言って、縦割り行政の弊害だと思います。 

先ほどの遺留金の問題も、私、去年でも省庁を呼んで議論をしましたし、今回のこの

予算委員会の質疑をするに当たっても省庁を呼んでいろいろディスカッションをしまし

たけれども、どうしてもやはり押しつけ合いというか、縦割り行政の弊害というものを

そのとき感じました。 

聴覚障害では障害担当、また子供の難聴は子供、高齢者は高齢者と、それぞれの部局

でこれまでは完結していたので、その射程から抜け落ちている人を把握する目が、必要

性が失われていたわけであります。 

難聴の問題は、医療、保健、福祉などの関係部局がしっかりと連携していくことが大

切であります。私は、昨年の予算委員会の分科会においてもこの点を指摘したわけであ

りますが、厚労省として、その後どのように取り組んできたのか、また今後どう取り組

んでいくおつもりなのか、加藤厚生労働大臣にお伺いします。 
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○加藤国務大臣 昨年二月の予算委の分科会で、國重委員から今の御指摘を頂戴したとこ

ろでございます。 

今御指摘にありましたように、難聴、特に、高齢者の場合、耳が聞こえなくなってく

るとどうしても外に出にくくなるとか、やはりいろいろな意味での弊害もございます。

それから、難聴には、予防が可能なもの、あるいは早期の治療が必要なもの、こういっ

た種々なものがございますので、それぞれ適切な治療をしていく、あるいは適切な対応

をしていくということが必要だと思っております。 

今、難聴の早期発見、早期治療の重要性についての周知については、ホームページで、

そうしたことを普及啓発するべく、三十年度予算案にも盛り込んでそれを実行したいと

思っておりますし、また、子供の難聴対策は特に大事でありまして、全ての新生児が新

生児聴覚スクリーニングを受けられるように、市町村等に対しても通知も行ったところ

でもございますし、また今年度からは、都道府県で、市町村関係者や医療機関等で構成

されている協議会、ここにおいて、新たに、検査の受診状況の把握、分析、研修や普及

啓発などを行う新生児聴覚検査体制整備事業、これも行うこととさせていただいており

ます。 

その上で、厚生労働省の中においても、障害部局のみならず、老健部局あるいは保健

部局とか多岐にわたっているわけでありますので、そういった意味で、ある意味では対

応が縦割りの中のはざまに落ち込まないように、こういう御指摘もいただきました。 

課長クラスを構成員とする難聴への対応に関する省内連絡会議を早速昨年の七月設置

をし、昨年の九月には第一回の会合も行い、関係部局で現状や課題、そして円滑な意思

疎通を図っていくことを申合せさせていただいたところでございます。 

そういったことも踏まえて、平成三十年度予算では、難聴の早期発見等に関する普及

啓発を行うとともに、障害福祉サービス等報酬改定においては、言語聴覚士の、専門職

員を加算した障害児の通所事業所に対し加算を引き上げることにより難聴の子供の療育

を充実させる、あるいは難聴の方への支援についての調査研究なども盛り込んでいると

ころでありますので、引き続き、それぞれの部局が連携して、この問題に遺漏なきよう

取り組ませていただきたいと思います。 

 

○國重委員 ありがとうございました。 

重要な前進だと思います。今後も、これを足がかりにしてしっかりと取り組んでいっ

ていただきたいと思います。 

きょう取り上げた遺留金の問題も難聴の問題も、一つの省庁とか一つの部局で完結す

る問題ではなくて、政府内での連携が重要でございます。肝になります。関係省庁、部

局は、前向きに、責任感を持って取り組んでいっていただくことを期待いたしまして、

私の質問を終わります。 

ありがとうございました。 

（以上） 


